
様式第一号

1 1

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

※医療法人整理番号

686,740

529,792

△ 320

1,116,420

資　産　の　部 負　債　の　部

短 期 借 入 金

金　　　額

現 金 及 び 預 金

事 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

（令和５年３月３１日現在）

貸 借 対 照 表

108,392

科　　　目 科　　　目金　　　額

1,238,006

所在地　函館市元町３２番１８号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　社会医療法人高橋病院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ　流　動　資　産

3,091,494

Ⅰ　流　動　負　債

買 掛 金

負　債　合　計 1,400,155

未 払 費 用

負債・純資産合計

未 払 法 人 税 等

預 り 金

純 資 産 の 部

科　　　目

Ⅰ　積立金

金　　　額

11,278

746,000

純 資 産 合 計 1,691,338

2,865

繰 越 利 益 積 立 金

△ 1,369

1,689,843

資　産　合　計 3,091,494

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

　その他長期貸付金

47,333

保 険 積 立 金 57,249

47,333

繰 延 税 金 資 産 2,659

敷 金 5,550

2,624

Ⅲ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △ 1,369

設 立 等 積 立 金

29,435

93,319

（単位：千円）

未 払 金

2,140

１年以内返済予定長期借入金 10,705

20,000

52,505

283,734Ⅱ　固　定　負　債

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金 91,116

1,931

546

1,692,708

24,032

1,853,487

2,381

1,904

798,535

営 業 保 証 預 り 金

38,475

975

130,022

1,699,595

退 職 給 付 引 当 金 163,232

20,765

54,455

長 期 未 払 金 47,997

未 払 消 費 税 等

19,105

一 括 償 却 資 産

建 物 690,554

た な 卸 資 産

前 払 費 用

18

115,417

ソ フ ト ウ ェ ア

短 期 貸 付 金

構 築 物

その他の有形固定資産

土 地

医 療 用 器 械 備 品

209

Ⅱ　固　定　資　産

その他の流動資産

営 業 権 11,146

27,310

その他の器械備品

建 設 仮 勘 定



1 1

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

補 助 金 収 入 115,434

支 払 利 息

経 常 利 益

その他の事業外収益 118,548

4,015その他の事業外費用

2,238

275,757

3,192,707

様式第二号

法人名　社会医療法人高橋病院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　函館市元町３２番１８号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

受 取 家 賃

科　　　　　　　　　　目

受 取 利 息

本来業務事業利益

附帯業務事業利益

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和４年４月１日　　至　令和５年３月３１日）

金　　　　　　額

123,445

退 職 給 付 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

18,883 18,883

260,042

0固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 益

当 期 純 利 益

11,278

△ 1,099法 人 税 等 調 整 額

364,542

326,764

（１）事　　業　　費

（２）本　　部　　費

3,069,261

　　　　　　　　 - 3,069,261

37,778

249,863

10,178

3,168

3,181

833

3,168

835

40

事 業 利 益 161,224



 

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１．継続事業の前提に関する事項 

該当事項なし 

 

２．資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定します） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

医薬品、診療材料、給食用材料、試薬、消耗品、貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

平成 19年 3月 31日以前に取得した有形固定資産 

旧定率法 

ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については旧定額法を採用していま

す。 

平成 19年 4月 1日以降に取得した有形固定資産 

定率法 

ただし建物（建物附属設備を除く）については定額法、

平成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法を採用しています。 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

（３） リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しています。 

 



４．引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、法人税法（昭和

40年法律第 34号）における貸倒引当金の繰入限度相当額を計上しています。 

（２） 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当会計年度負

担額を計上しています。 

（３） 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、

当会計年度末において発生していると認められる額を計上しています。なお、

当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、

簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用していま

す。 

 

５．消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

（１）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

ただし、固定資産及び繰延資産については、税込方式によっています。 

（２） 資産に係る控除対象外消費税等の会計処理の方法及び計上区分 

資産に係る控除対象外消費税等は発生会計年度の期間費用とし、事業費用の区

分に計上しています。 

 

６．その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

（１） 補助金等の会計処理の方法 

運営費補助金は事業収益に計上し、固定資産取得に充てるための補助金は事業

外収益に計上しています。 

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理の方法 

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満である会計

年度の所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によって

います。 

 

７．重要な会計方針を変更した旨等 

当医療法人における、固定資産及び繰延資産の消費税等の会計処理は、従来、税抜方

式によっていましたが、当該資産に係る消費税等を計算書類に、より適切に反映するた

め、当会計年度から税込方式に変更しています。 

当該会計方針の変更は、過去の会計年度における減価償却関連情報の網羅的な入手



が不可能であるため、前会計年度末の固定資産及び繰延資産の帳簿価額を当会計年度

の期首残高として、期首から将来にわたり税込方式を適用しています。 

これにより、従来の方法と比べて、当会計年度末における建物が 1,230千円増加、医

療用器械備品が 8,337千円増加、その他の器械備品が 1,437千円増加、一括償却資産が

16 千円増加し、当会計年度の控除対象外消費税等が 13,848 千円減少、減価償却費が

2,827千円増加しており、その結果、事業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ 11,021千円増加し、当期純利益が 2,975千円増加しています。 

 

８．資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

該当事項なし 

 

９．担保に供されている資産に関する事項 

（１）担保に供している資産 

建物      690,554千円 

土地     439,624千円 

（２）担保の目的たる負債 

短期借入金      746,000千円 

１年以内返済予定長期借入金     10,705千円 

長期借入金       52,505千円 

 

１０．法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

（１）法人である関係事業者 

該当事項なし 

（２）個人である関係事業者 

該当事項なし 

 

１１．重要な偶発債務に関する事項 

該当事項なし 

 

１２．重要な後発事象に関する事項 

該当事項なし 

 

 

 

 

 



１３．その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１）基本財産の変動 

基本財産の増減の内容及び金額は次のとおりです。 

（単位：千円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

建 物 241,357 3,927 19,967 225,316 

土 地 167,162 - - 167,162 

 

 

（２）賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引のリース料総額及び未経過リース料

の当期末残高 

（単位：千円） 

資産の種類 リース料総額 未経過リース料の当期末残高 

医 療 用 器 械 備 品 151 40 

その他の器械備品 20,524 8,049 

ソ フ ト ウ ェ ア 2,970 1,485 

 

 

（３）退職給付に係る会計基準の適用時差異の未処理残高及び処理年数 

適用時差異の未処理残高      169,947千円 

適用時差異の処理年数     15年 

 

（４）繰延税金資産の発生原因別内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金繰入額     1,558千円 

有価証券評価差額      369千円 

電話加入権評価差額    50千円 

未払事業税否認額      681千円 

合計         2,659千円 

 

  



（５）補助金収入 

（単位：千円） 

補助金の内訳 交付者 
貸借対照表等への影響額 

事業収益 事業外収益 

介護助手活用促進事業

雇用奨励金 

函館市 
192 － 

新人看護職員臨床実践

能力向上支援事業 

北海道 
220 － 

事業者物価高騰等緊急

支援金 

函館市 
50 － 

物価高騰対策支援金 

 

北海道 
4,588 － 

感染症病床確保促進事

業 

北海道 
316,813 － 

コロナワクチン接種促

進事業 

北海道 
500 － 

サービス継続支援事業

費補助金 

函館市 
18,602 － 

処遇改善支援交付金 

 

北海道 
8,402 － 

オンライン資格確認導

入支援補助金 

北海道 
－ 2,332 

重点医療機関等設備整

備事業費 

北海道 
－  113,102 

 

合計 464,801 

 

 

349,367 

 

115,434 

 

（６）有形固定資産の減価償却累計額の総額   2,375,901千円 


